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対津波設計のベンチマークテストに関するシンポジウムの紹介 

 

（株）構造計画研究所 防災・環境部 奥野峻也 
 

2016 年 8 月 4 日、土木学会の橋梁の対津波設計に関する研究小委員会により「対津波設計のベンチマ
ークテストに関するシンポジウム」が開催されました。構造物に対する津波作用については、各機関で実
験や数値解析がさかんに実施されているものの、特に橋梁については未だ対津波設計手法は確立されて
いません。そこで橋梁に作用する津波波力の各種数値計算手法の特徴や、推定精度を向上させるための工
夫・注意点等の知識の共有を目的として、本シンポジウムが開催されました。 

シンポジウムでは２件のベンチマークテスト課題が事前に公表され、参加者は期日までに計算を実施
し、結果を持ち寄ります。いずれの課題も津波に関する模型実験を数値計算により再現するものですが、
課題１は結果が公開済み、課題２は当日まで結果が非公開のブラインドテストです。弊社では課題１に対
して VOF 法、課題２に対しては粒子法・VOF 法の２つの手法で数値計算を実施し、計３件の発表を行
いました。前号では課題１に対する弊社の数値計算結果（図１）を紹介しましたが、本号では課題２に対
する計算結果を紹介します。 

課題 2 はゲート急開により発生させた津波の橋桁への作用力を求める問題です。橋桁は直橋および斜
橋の 2 つの設置パターンがありますが、本課題では斜橋への作用力を推定し提出します。また直橋に関
しては事前に計測データが公開されており、公開データを参考に計算の妥当性を確認することができま
す。実は公開されていたデータは校正係数が乗じられていない誤ったものだったのですが、弊社では 2 つ
の異なる手法による計算結果に基づき公開データが誤っていると判断し、妥当な計算結果を得ることが
できました。次頁より、弊社による実験の再現計算結果を示します。 

 
図１ 課題１の数値シミュレーションによる再現 

参考文献 

1)� 土木学会地震工学委員会 橋梁の対津波設計に関する研究小委員会: 対津波設計のベンチマークテス
トに関する論文集, http://committees.jsce.or.jp/eec209/system/files/proc_1.pdf 

橋桁 津波波面 
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課題２．斜橋に対する津波作用力（粒子法による数値計算） 
 

株式会社構造計画研究所 ○宮川 欣也 

株式会社構造計画研究所  奥野 峻也 

１．手法  

 SPH 法や MPS 法に代表される粒子法はメッシュを用いない計算手法であり，形状変化の激しい自由表面流れ

などの流体解析や，大変形を有する固体問題等で幅広く利用されている．本解析では，対象とする橋梁付近の

複雑な流れを 3 次元的に再現するため，SPH 法を解析手法として選択した．SPH 法では次式で示されるよう

に位置�における物理量����を着目粒子 �の影響半径内の粒子物理量の重み付け和として表現する． 

 ���� � ̂��̂ 	
��

��
������� � �� (1)�   

��と
�はそれぞれ近傍粒子 �の質量と密度であり，重みは粒子間距離���と基準距離 �の関数であるカーネル

関数����� � ��により計算する．本研究においてはカーネル関数として � 次の �������� 関数を用い、初期粒子間

距離の � 倍を影響半径として計算を実施した．流体運動の基礎方程式には連続の式と ������������� 方程式の

� 式を用いる．本解析では流体圧力を評価する際に，

圧力ポアソン方程式を解く半陰的な解法 1)を用いる

こととし，計算の安定化を目的として，近藤ら 2)が

MPS 法に導入した生成項モデルを SPH 法に適用した． 

２．条件 

 解析には実験の模型と同スケール，同形状の 3 次

元モデルを用いる．橋梁模型は壁粒子，その他の壁

面はポリゴン壁 1)でモデル化し（図-1）、壁面の粘着

条件はMorrisらの手法 3)に従い非すべり条件を付与

した．直橋斜橋ともに初期粒子間隔は 5mm，時間増分

1.0×10-4[s]，総粒子数はそれぞれ 593,050 粒子，

592,874粒子である．流体の密度は1,000[kg/m3], 粘

性係数は 0.001[Pa・s]とした． 

３．結果 

本概要では，上記の SPH 法による解析結果（負圧

を考慮しない）に加え，別途解析を実施した VOF 法

の結果（負圧を考慮する）を参考値として記載し，橋

梁に対する津波作用力を実験と比較する． 

はじめに，直橋模型前方で計測された波高変動と

流速の比較を図-2，図-3に示す．ここで解析におけ

る波高は，観測点上に存在する水粒子の体積より算

出し，流速は観測点の周囲に存在する水粒子の平均

速度から求めた．同図より，実験の流速と比較して

解析の流速に時刻歴の変化が見られる一方で，ほぼ

同時刻に観測点に波が到達していることがわかる．

これは、本解析によって大局的な水の流れを再現す

ることはできているものの，流速計が評価する局所

的な流速を評価するための解像度が不足していたた

 
図-1 モデル図 

 

図-2 時刻歴波高 

 

図-3 時刻歴流速 
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め，両者に差が見られたものと考えられる．また波高に関しては，実験と解析の間に良好な一致が見られた．  

次に，直橋に作用する抗力と揚力の比較をそれぞれ図-4,図-5に示す．同図より，解析で観測された抗力は

最大値で約 31%大きく評価されているものの，おおむね実験と同様の傾向を示していることがわかる．同様に

揚力に関しても，衝突後に上向きの力が作用し，その後下向きの力が作用するといった実験結果を再現してい

ることが分かった．しかしながら，下向きの揚力値は最大値で 2倍程度過大に評価されており，これは参考値

として示した VOF 法においても同様の結果が得られた． 

 最後に，斜橋に作用する抗力と揚力の比較をそれぞれ図-6,図-7に示す．斜橋では，流れ方向に対して斜め

に模型が設置されているため，直橋に対して最大抗力の発生が遅れる現象が再現された．一方で直橋と同様に，

抗力と揚力の最大値では，実験と解析の間に乖離が見られた． 

中尾らの研究 4)では，衝突する津波の形状や模型形状によって模型周辺に剥離が発生し，それによって生じ

る負圧が揚力に大きく影響すると報告されている．しかし，今回のモデルでは，津波作用力を評価する際に負

圧を考慮していない SPH 法と，負圧を考慮した VOF 法の両解析に共通して，上述した傾向が観測されている.

今回のモデルにおいて負圧は揚力に大きく影響しないものと予測されることから，各数値解析手法に共通し

て，再現できていな何らかの要因が，負圧以外に存在しているものと考えられる． 
 

参考文献 

1)� 渡辺高志，桝谷浩，三橋祐太：壁面境界の大変形を考慮した粒子法の計算手法に関する基礎的研究，日本計算工学会論文集，

No.20130021，2013. 

2)� 近藤雅祐，越塚誠一：MPS における不自然な数値振動の抑制，日本計算工学会論文集，No.20080015，2008. 

3)� J. P. Morris, P. J. Fox, Y. Zhu：Modeling Low Reynolds Number Incompressible Flows Using SPH, Journal of 

Computational Physics, 136, Issue 1, pp.214-226，1997 

4)� 中尾尚史，糸永航，松田良平，伊津野和行，小林紘士：基本的な断面形状の橋梁に作用する津波外力に関する実験的研究，

土木学会論文集 A2（応用力学），Vol.67，No.2（応用力学論文集 Vol.14），I_481-I_491，2011. 

 

図-4 直橋に作用する抗力 

 

図-6 斜橋に作用する抗力 
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図-5 直橋に作用する揚力 

 

図-7 斜橋に作用する揚力 
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並列有限要素法を用いた断層変位を受ける地中構造物の解析的検討 

 

断層変位 地中構造物 動力学的破壊シミュレーション 構造計画研究所 正会員 ○三橋 祐太 

 東京大学         橋本 学 

 東京大学         奥田 洋司 

 構造計画研究所      内山 不二男 

 

1. はじめに 

 近年，断層や破砕帯に起因する食い違い変位による地中構造物の地震時健全性評価が重要な課題となっている．北伊

豆地震の際の丹那トンネルの例など，数はそれほど多くはないものの被害の実例も見られる．地震時の断層の変位量評

価は動力学的破壊シミュレーションなど有限差分法や有限要素法などを用いた検討が行われているが，構造物を含めて

評価した例はあまり見られない．断層の動力学的破壊シミュレーションでは自発的破壊過程を模擬するが，断層の大き

さが数 km～数百 km オーダーなのに対し，構造物は高々数百 m オーダーであり，両者を同時にモデル化するのは解析規

模などの問題から難しいためと考えられる．断層の食い違い変位を受ける構造物の挙動の把握においては地盤と構造物

の相互作用を考慮する必要がある.これらは地中構造物などの地震時健全性評価の観点から喫緊の課題となっているが，

このような評価を行う際も構造物とその周辺地盤を切り出してモデル化する例が多い様である．対象とする問題によっ

ては十分であると考えられるが，切り出したモデルでは動的評価が難しいなどの問題点もある． 

そこで本研究では断層の動力学的破壊シミュレーションの手法を用いて，断層変位を受ける地中構造物の動的な影響

検討を実施した．断層と構造物のスケールの違いから，構造物は簡易なモデル化としており，周辺地盤のメッシュ分割

もあまり細かくない．周辺地盤のモデル化を変えた複数のケースの解析を実施し，食い違い変位を受ける地中構造物の

解析に与える影響に関して検討した．本検討では解析に大規模モデルを解析可能な FEM コード FrontISTR を用いた．本

検討ではパラメータスタディを行うことを想定したため，それほど大きな解析規模にならないようにモデルを作成した

が，今後より詳細な検討を行う際の解析規模の増大へも対応可能である． 

 

2. 解析モデル 

 筆者らは神城断層地震を対象とした動力学的破壊シミュレーションを実施し，得られた地表面における応答変位を実

際の観測記録と比較することで，地表面における変位をある程度シミュレーション可能であることを示した．本検討で

は，比較的現実的な解析条件として，応力降下量などのパラメータはその際用いた表- 1 に示すものを使用し，地表面部

分に新たに岩盤中のトンネルを模擬した地中構造物（ヤング係数：2.3×137kPa）をモデル化することで解析モデルを作

成した．断層面の厚さは 1.5m とした．解析モデルのイメージを図- 1 に示す． 

動力学的破壊シミュレーションに用いる地殻の物性値は，解析対象が数十キロの深さであることから，一般的な地中

構造物の周辺岩盤解析に用いる物性値よりかなり高い剛性（せん断弾性係数 33GPa 程度）を用いることが多い．そこで

地中構造物の周辺の岩盤の物性値を変えた解析を実施し，周辺岩盤の物性値が地中構造物に与える影響を検討した． 

さらに構造物の周辺岩盤に対して偏差応力－偏差ひずみ関係が R-O モデルに従う非線形性を仮定した．岩盤に対して

用いる非線形構成則として等方的な非線形性を有する R-O モデルは必ずしも適切であるとは言えないが，ひずみの増大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 1 解析モデル 
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による剛性の低下をある程度模擬できるものと考えた．

R-O モデルの非線形は岩盤の一軸圧縮強度 13MPa として

設定した．解析ケース一覧を表- 2 に示す． 

 

3. 解析結果 

 各解析ケースで得られた解析最終時間断面における構

造物の変形をグラフで表したものを図-2 に示す．横軸を

トンネル長手方向の位置（断層の位置が 3m），縦軸を変

形量としてトンネルを構成する節点に対してプロットし

たものである．岩盤の初期剛性の高いケース 1 では，断

層位置に変形が集中している．一方地盤の初期剛性を下

げたケース 2 や，岩盤の非線形性を考慮したケース 3 で

は，構造物自体に発生している食い違い量は大きく変わ

らないものの，断層位置近傍にも変形が生じているのが

分かる．これはケース 2 では断層近傍の岩盤が変形を受

けることにより，構造物への変形の集中が緩和されて

いるためである．また岩盤の非線形性を考慮したケー

ス 3 はケース 2 に比べ食い違い量は若干大きくなって

いるが，断層部分での変形量は小さくなっている．以

上より食い違い変位を受ける構造物の検討において

は，周辺岩盤の剛性や非線形性を正確に考慮する必要

があることが分かった． 

次に，各ケースで構造物に生じる食い違い量の時刻

歴を図- 3 に示す．ここで構造物に生じる食い違い量を

トンネル構造物の両端の相対変位として定義した．ケ

ースによって差はあるものの，構造物に生じる食い違

い量は変位の生じ始めに一回大きくなり，その後低減

する傾向が見られる．解析の最終時間断面を静的な状

態と考えると，断層の動的な破壊過程を考慮すること

で，構造物に生じる食い違い量がある程度大きくなる

可能性があるものと考えられる． 

 

4. まとめ 

一般的に動力学的破壊シミュレーションを実施する

際には，断層に対しては非線形性を考慮するものの，

地殻は線形として扱うことが多い．しかし食い違い断

層変位を受けるトンネル構造物の解析においては，ト

ンネル構造物付近においてひずみが集中するため，地

盤の剛性や非線形性の考慮が重要であることが分かっ

た．また断層の動的な破壊過程を考慮することで，構造物に生じる食い違い量が静的な評価に比べて大きくなる可能性

があることも分かった． 

今後は岩盤および構造物－岩盤間の非線形性の精緻化や，構造物を詳細にモデル化した大規模な解析などを行ってい

きたい． 

 

【参考文献】 

1)一般社団法人 原子力安全推進協会，原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討報告書，

平成 25 年 9 月． 

2)三橋ら，並列有限要素法を用いた長野県神城断層地震を対象とする断層変位シミュレーション解析，土木学会断層変

位に関するシンポジウム，平成 27 年 7 月． 

表- 1 断層パラメータ 

断層幅 W 15.6 km 

断層長さ L 18.3 km 

走向角 θ 12 度 

傾斜角 δ 53 度 

応力降下量 Δτ 1.33 MPa 

断層せん断剛性 ks 1.23E+34 kN/m/m2 

断層鉛直剛性 kv 1.23E+37 kN/m/m2 

レイク角 λ 63 度 

 

表- 2 解析ケース一覧 

 周辺岩盤の 

せん断弾性係数 

周辺岩盤の 

非線形性 

ケース 1 33GPa 線形 

ケース 2 3GPa 線形 

ケース 3 3GPa 非線形（R-O） 

図- 2 構造物の変形量 

図- 3 構造物の食い違い量時刻歴 
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材端剛塑性ばね法を適用した構造解析モデルに関する検討 その 1 部材における検討 

正会員 ○角 友太郎��   同  鈴木 壮�� 

   同  佐藤 克哉��   同  山根 義康�� 

 

材端剛塑性ばね法 弾塑性解析 塑性ヒンジ 

鉄骨部材 鉄筋コンクリート部材  

   

1. はじめに 

建築物の弾塑性解析を行う場合、梁要素の曲げ弾塑性

特性を表現するために、材端に生じる塑性ヒンジを材端

回転ばねによってモデル化する方法が広く用いられてい

る。これは材端剛塑性ばね法と呼ばれ、部材が弾性範囲

内では回転ばねを剛とし、塑性ヒンジが発生する段階で

材端回転ばねを有効にして塑性化を表現する方法である。

本手法の概念を図 � に示す。材端に塑性域の変形を集中さ

せることでモデルが明確となり、また計算が簡単になる、

更には材端回転ばねに様々な履歴モデルを適用できると

いった利点を有する。一方、本手法を採用する際に注意

すべき点として、材端回転ばねの剛性を部材の曲げモー

メント分布を予め仮定して決定するという点が挙げられ

る。部材の曲げモーメント分布により曲率分布は異なる

ため、曲率分布に伴い変化する回転角も本来であれば部

材の曲げモーメント分布に依存する。そのため、曲げモ

ーメント分布に合わせて材端回転ばねの剛性を変化させ

る方法が考えられるが、曲げモーメント分布は時々刻々

変化するため、計算負荷の問題や履歴特性の扱いが難し

くなることから、曲げモーメント分布を予め仮定する手

法が採用される。一般的には、水平荷重時の柱や梁の応

力状態を考慮して部材中央に反曲点を持つ逆対称曲げモ

ーメント分布を仮定して材端回転ばねの剛性を決定する

ことが多い。しかし、材端がピンである場合や反曲点が

部材中央から大きく離れる場合等、実際の応力状態が仮

定と異なる場合、解析精度の低下に繋がることが懸念さ

れる。 

そこで本報告では、材端剛塑性ばね法における材端回

転ばね剛性算出時の曲げモーメント分布の仮定が解析結

果に及ぼす影響について検討を行った結果を示す。 

2. 部材における検討 

2.1 検討方法 

梁を想定した両端固定モデルに逆対称曲げモーメント

を作用させた場合の� � �関係（端部節点位置の曲げモー

メントと節点回転角）を � つのモデルで比較する。解析モ

デルを図 � に、解析モデル諸元を表 � に示す。� つは梁を

� つの要素でモデル化したもの（� 要素モデル）、もう � つ

は梁を分割して � つの要素でモデル化したもの（分割モデ

ル）で、逆対称曲げモーメントの仮定は要素それぞれに

適用されるため、分割モデルは梁全体としての逆対称曲

げモーメントの仮定が成立しないことを想定したモデル

である。立体 � 次元モデル作成時には周辺部材の取り付き

により止むを得ず � つの梁材を分割する場合がある。 

また、柱脚がピンとなるような柱や反曲点を持たない

柱を想定して、図 � に示す片端固定他端ピンモデルに回転

変形を作用させた場合の� � �関係（固定端の節点位置の

曲げモーメントと節点回転角）を実際の曲げモーメント

分布を仮定した場合と一般的な逆対称曲げモーメント分

布を仮定した場合で比較を行う。 

 本検討において、せん断変形は考慮しない。復元力特

性による違いを確認するため、検討はそれぞれ鉄骨（�）

造部材と鉄筋コンクリート（��）造部材に対して行い、

履歴形状、塑性率、エネルギー吸収量に着目する。解析

には�株�構造計画研究所の「��������」を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

�� �� 

曲げモーメント分布 

� 要素モデル 

 

図 � 梁部材解析モデル 

 

図 � 柱部材解析モデル 
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図 � 材端剛塑性ばねモデル法によるモデル化 
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2.2 検討結果 

� 造部材の検討結果を図 4、図 5 に示す。� 造部材の場

合、曲げモーメント分布の仮定が節点周りの� � �関係に

及ぼす影響は小さいことがわかる。これは一般的に降伏

後剛性に微小値を設定することが要因として考えられる。

材端回転ばね剛性を算出する基となる剛性が曲げモーメ

ント分布の違いにより本来のものと違ったとしても、

�/�000などの剛性低下率を考慮すると、塑性化後の剛性は

ほぼ零に近くなり、その影響度合いとしては小さくなる。 

�� 造部材の検討結果を図 6、図 7 に示す。�� 造部材の

場合、� 次剛性で顕著な差が生じており、材端回転ばね剛

性算出時の曲げモーメント分布の仮定が節点周りの� � �

関係に及ぼす影響は大きいことがわかる。これはひび割

れ後の � 次剛性はある程度の大きさを有するため材端回転

ばね剛性を算出する基となる剛性の違いが現れやすいこ

とに起因する。 

�� 梁解析モデルにおいて塑性率（D.�.）を変化させて �

要素モデルと分割モデルの節点周りの� � �関係の差異を

確認した結果を図 8～図 �� に示す。各塑性率は � 要素モデ

ルの塑性率とする。これらの結果を図 �� 及び表 � にまと

める。塑性率に関しては大きくなるほどモデルによる差

は大きくなり、� 要素モデルに対する分割モデルの塑性率

は �.0 倍に漸近することがわかる。またエネルギーに関し

ては塑性率が大きくなるほどモデルによる差は小さくな

り、比率が �.0 に漸近することがわかる。ここで、塑性率

は部材の履歴から計算されることに注意が必要である。

回転変形として与えた節点の回転角に対して、部材の履

歴は分割モデル（� 分割）の場合、材長が半分になること

に伴い初期剛性が � 倍になり、その線上を辿る。そのため、

図 ��に示すように横軸�を材端回転角として部材の履歴を

確認すると、� 造部材の場合にも弾性域で差異が確認され

る。つまり節点周りの釣り合いではなく部材に着目して

塑性率やエネルギー吸収を考えると、部材分割の有無で

評価が変わり、本検討から塑性率は最大で � 倍程度まで差

が生じることがわかる。以上より、たとえ節点周りの釣

り合いに及ぼす影響が小さくとも部材の評価に影響を及

ぼす場合があることを確認した。 

 

 

�. まとめ 

・節点周りの� � �関係において、� 造部材では曲げモ

ーメント分布の仮定の違いによる影響が小さく �� 造

部材では � 次剛性に影響が現れやすいことを確認した。 

 ・部材分割により � 造部材においても、塑性率やエネル

ギーの評価が変わることを確認した。 

その � では立体架構において、材端剛塑性ばね法におけ

る材端回転ばね剛性算出時の曲げモーメント分布の仮定

が解析結果に及ぼす影響について示す。 
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S造部材 �C造部材 単位

部材長さ 6.0 6.0 m

■ -500x700

（上端下端：5-D25_SD�45）

材種 SN400 FC21 -

履歴型 標準型 武田型（γ=0.4） -

第1折れ点高さ 958.�� 128.56 kN・m

2次剛性／初期剛性 0.001 0.214 -

第2折れ点高さ - 554.26 kN・m

3次剛性／初期剛性 - 0.001 -

部材断面 H-600x250x12x19 mm
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3.00 5.75 1.92 22.28 25.82 1.16
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表 � 解析モデル諸元（梁柱共通） 
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表 � 塑性率及びエネルギー比較 
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図 �� 塑性率及びエネルギー比較 
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材端剛塑性ばね法を適用した構造解析モデルに関する検討 その 2 立体架構における検討 

正会員 ○佐藤 克哉*1   同  鈴木 壮*1 

   同  角 友太郎*1   同  山根 義康*1 

 

材端剛塑性ばね法 弾塑性解析 塑性ヒンジ 

鉄筋コンクリート部材   

   

1. はじめに 

本報その１では、単一部材を用いて材端剛塑性ばね法

における回転ばね剛性算出時の曲げモーメント分布の仮

定が解析精度に及ぼす影響について検討を行った。 

本報その２では、立体架構において、材端剛塑性ばね

法における回転ばね剛性算出時の曲げモーメント分布の

仮定が解析精度に及ぼす影響について検討を行う。解析

にあたっては(株)構造計画研究所の「建築物 3 次元フレー

ム解析・設計プログラム：RESP-D」を用いる。 

2. 解析モデルと立体架構の検討 

2.1 解析モデル概要 

本検討で用いる解析モデルは、（財）日本建築防災協会

構造設計・部材断面事例集 1)に記載の設計例 1-7 を参考に

作成した地上 14 階の RC 造の建築物とする。 

図 1 に伏図、図 2 に軸組図を示す。表 1 に断面リストを

示す。図 2 に示す黄色と緑の線の位置は、大梁を 2 等分

割する位置を示しており、それぞれ Model1 および

Model2 と呼ぶ。このモデルに加え、全ての大梁を 2 等分

割した Model3 と分割しない Model0 の 4 種類を検討に用

いる。モデル化に際しては、柱は弾性とし、大梁は材端

剛塑性ばねモデルとしてモデル化する。 

y の式を(1)式に示す。y は部材長さの関数であるため、

大梁を分割するとy が変わる。本報ではy の影響を確認

するために、Model0 と同じ値を設定する Case1 と分割し

た際の値を用いる Case2 で検討を行う。 

2.0)a/D(1.0)/)(/59.10836.0(

5.0)a/D(2.0)/)(/043.064.1043.0(

2

2
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ty
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2.2 検討方法 

検討には X 方向の静的増分解析結果を用い、層せん断

力-変形曲線、部材塑性率、層エネルギーの 3 つの観点か

ら梁を分割したモデルを使用した際の影響を確認する。 

層せん断力-変形曲線の比較では、最大層間変形角が

1/50 に達するまでを検討する。代表として 14 階、7 階、2

階の骨格曲線を比較する。 

部材塑性率の比較では、Model0 と Model1～3 の部材塑

性率比を確認する。このとき、最大層間変形角が 1/200、

1/100、1/50 に達したときの部材塑性率を用いて検討する。 

層エネルギーの比較では部材塑性率の検討と同様に、

最大層間変形角が 1/200、1/100、1/50 に達したときの 7 階

のエネルギーの増大率を確認する。 

3. 検討結果 

層せん断力-変形曲線の比較を図 3 に示す。Case1 にお

ける Model1～3 では、部材と同様に層の 2 次剛性が大き

くなる傾向があり、分割する大梁の量が多い程、2 次剛性

が大きくなる傾向を確認した。一方、Case2 においては、

分割する大梁の量が多い程、2 次剛性が小さくなる傾向に

あった。これはその 1 で述べた材端剛塑性ばねによる剛

性増大よりもy が変化したことによる剛性低下の影響が

大きいためであると考えられる。 

 

図 1 伏図 

 

(a) X 方向 (b) Y 方向 

図 2 軸組図 

表 1 断面リスト 

  

5
.7

m
6

.0
m

G1 G2 G2 G1〃 〃 〃 〃

7.6m 7.2m

60.0m

1
1

.7
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7.2m 7.6m 〃 〃 〃 〃

〃 〃 〃 〃G1 G2 G2 G1

X

Y

60.0m 11.7m

4
4

.8
m

  C2 C1 〃 〃 〃 〃 〃 C1 　　 C2            C2           C3          C2

X

Z

Y

Z

C1 C2 C3 G1 G2

サイズ ■‐1050x700 ■‐900x750 ■‐600x800 ■‐550x850 ■‐550x850

上端筋 4-D32 4-D32 5-D29 3-D32 4-D32
下端筋 4-D32 4-D32 4-D29 4-D32 4-D32

～ ～ ～ ～ ～

サイズ ■‐1050x800 ■‐900x1000 ■‐600x800 ■‐800x1000 ■‐800x1000

上端筋 7-D35 9-D35 5-D35 6-D38
6-D38(1段筋)
1-D38(2段筋)

下端筋 4-D35 6-D35 4-D35 6-D38
6-D38(1段筋)
1-D38(2段筋)

備考

柱断面リスト 大梁断面リスト

コンクリートはFc27～Fc36を使用。鉄筋はSD345を使用。

(1)式 
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部材塑性率の比較を図 4 に示す。Case1 のモデルでは塑

性率が大きくなるほど塑性率比が大きくなる傾向にあり、

分割した梁では 1 倍から 2 倍程度、分割していない梁で

は 1 倍から 1.3 倍程度となっていた。一方 Case2 のモデル

では 0.5 倍から 1.5 倍程度の間でばらついていた。前述の

層の骨格曲線に比べ部材塑性率の方が大梁の分割による

影響が大きいことが分かった。また、Case2 モデルでは塑

性率が実際よりも小さく評価されることを確認した。 

7 階に着目した層エネルギーの比較を図 6 に示す。

Model1 と Model2 の差は比較的小さいが、Model3 におい

ては有意な差が確認され、Case1 において最大で 1 割程度

の差が生じている。また、層間変形が大きくなるほどそ

の差は小さくなる傾向があることがわかる。 

4. まとめ 

本報告では、立体架構において、材端剛塑性ばね法に

おける回転ばね剛性算出時の曲げモーメント分布の仮定

が解析精度に及ぼす影響について検討を行った。そして

以下の知見を得られた。 

1)層の骨格曲線は、梁を分割することで、Case1 は層の

2 次剛性が大きくなり、Case2 は小さくなることを確認し

た。 

2)部材塑性率は、層の骨格曲線よりも影響度が大きく、

最大 2 倍程度の塑性率となるものがあった。また、Case2

には塑性率が小さく評価される可能性があることを確認

した。 

3)層エネルギーは、層の変形が大きいほど差が小さくな

ることを確認した。 

【参考文献】 

1）（財）日本建築防災協会「構造設計・部材断面事例集」 

2)  鈴木壮,梁川幸盛ほか「材端剛塑性ばねモデルと適合する RC

部材のファイバーモデル化に関する検討」日本建築学会大会学

術講演梗概集,2016  
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図 3 層の骨格曲線の比較 
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図 6 層エネルギーの比較（7階） 
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Model3：全要素分割 

 

Model2：内部分割 

 

図 5 部材塑性率図 
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図 1 各減衰における仮定 
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・
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表 1  2 質点モデル諸元 

図 2 各減衰の設定方法（2 質点） 
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定
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(2)質量比例（上部周期）

(3)質量比例（免震周期）

表 2 最大応答値の比較（2 質点） 

(2)/(1) (3)/(1) (2)/(1) (3)/(1)
頂部加速度 94.0% 100.1% 93.1% 99.5%
免震層変位 85.4% 94.1% 91.6% 94.5%
上部層間変位 92.1% 99.7% 93.2% 99.6%
上部層せん断力 92.1% 99.7% 93.2% 99.6%

周期2秒周期1秒

階 重量(kN) 剛性(kN/m)

2 5,000 20,142(T=1.0)

5,036(T=2.0)

1 5,000 2,518

免震建物にレーリー減衰を適用する場合の留意点 

  

免震構造 質量比例減衰 剛性比例減衰 

レーリー減衰   

 

1. はじめに 

建築構造物の減衰評価においては質量マトリクスや剛

性マトリクスに比例させて減衰マトリクスを作成する比

例減衰 1)がよく用いられる。建築構造物においては剛性マ

トリクスのみに比例させる剛性比例減衰が慣例的によく

採用されるが, その場合減衰定数を設定する固有周期より

も短周期の応答に対する減衰が大きくなる傾向がある。

したがって, 1 次モードに対して減衰定数を定めた場合, 

より高次モードの減衰が過大評価となる可能性がある。

そのため, より高次の応答についても減衰を小さく設定し

たい場合には質量比例項も用い, レーリー減衰 1)を採用す

ることもある。例えば, 免震建物において水平動と上下動

の同時入力による地震応答解析を行いたい場合には水平

方向の固有周期と上下方向の固有周期に対してそれぞれ

一定の減衰定数を与えるようなレーリー減衰を与えると

いうことはよく行われる。レーリー減衰は質量比例減衰

と剛性比例減衰を組み合わせたもので, 2 つの固有周期に

対して減衰定数を定めることができる特徴を持つ。しか

しながら, 減衰定数が同じだとしても質量比例項と剛性比

例項ではマトリクスの形状が異なる。前者は対角マトリ

クスであるのに対し, 後者は非対角マトリクスとなる。し

たがって, 図 1 に示すように前者は相対速度に対するダッ

シュポットとして作用するのに対し, 後者は層間速度に対

するダッシュポットとして作用することになる。これは, 

免震構造のように相対変位と層間変位で 10 倍以上の差が

発生しうる場合には大きな影響となることが考えられる。

本稿では, この減衰マトリクス形状が異なることにより免

震建物の応答がどのような影響を受けるかについて検討

を行い, 剛性比例減衰と同程度の応答を与えるレーリー減

衰の設定方法について提案を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 2 質点モデルによるパラメトリックスタディ 

質量比例減衰と剛性比例減衰の応答性状の差異を確認

するため, 2 質点系モデルによるパラメトリックスタディ

を行う。1 層目が免震層, 2 層目が上部構造を仮定する。1

層目の剛性 k1 は免震の固有周期 Tisoを 4 秒と仮定し, 以下

の式から算出した。 

�� =
������	×���	

�


���
, ���� = 4.0 

2 層目の剛性 k2 は , 上部構造のみの固有周期 Tb が

Tb=1.0,2.0 となる値となるよう, 以下の式から算出した。 

�� =
��×���	

�


�
, �� = 1.0, 2.0 

各諸元を表 1 に示す。減衰の設定方法を図 2 に示す。

上部構造の減衰設定方法としては以下の 3 つのケースで

計算を行った。 

(1)上部構造固有周期 Tbに対する剛性比例減衰 

(2)上部構造固有周期 Tbに対する質量比例減衰 

(3)免震固有周期 Tisoに対する質量比例減衰 

免震層の減衰設定方法は各ケース共通で免震層の剛性

に対する 10%の剛性比例減衰とした。入力地震動は告示

波乱数位相の基盤波を入力した。解析には (株)構造計画

研究所の「3 次元フレーム汎用解析プログラム RESP-F3T」

を用いた。各ケースの比較を表 2 に, 層の最大応答結果を

図 3 に示す。表 2 に示した通り, (2)質量比例（上部周期）

が全体的に応答を過小評価するのに対し, (3)質量比例（免

震周期）では免震層変位以外はほぼ(1)剛性比例減衰と一

致する。免震層変位のみ 5%程度下回るため, 直接免震層

変位を評価する場合には注意が必要である。減衰力の時

刻歴を図 4 に示す。結果より, いずれのケースも(2)では

(1)よりも著しく減衰力が大きくなっている。 
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図 3  2 質点モデル層の最大応答値（左：上部周期 1 秒, 右：上部周期 2 秒） 
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図 6 層の最大応答値（立体） 
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表 3 立体モデル諸元 
10階 20階

スパン数
支承材
オイルダンパー 500kN × 2 500kN × 4

天然ゴム系積層ゴム16基
3×3スパン

表 4 固有周期 

10階 20階
上部構造 0.62 1.09
免震周期 3.54 4.75

固有周期 [s]

図 4 減衰力時刻歴の比較（左：上部周期 1秒, 右：上部周期 2秒） 
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(3)レーリー型減衰

図 5 各減衰の設定方法（立体） 

参考文献   1) 日本建築学会：建築物の減衰, 丸善株式会社, 2000.10 

Tb=1.0,2.0 では Tb=1.0 の方が減衰力の差が大きくなって

いる。Tb=1.0 のケースで(1)と(3)を比較した場合、減衰力

としては 2 倍以上の差が生じているものの, 上部構造層間

変位, 層せん断力はそれほど差が生じなかった。この原因

としては, (1), (3)における上部構造の減衰が免震層の減衰

に対して十分小さいためであると考えられる。通常の免

震構造であれば多くのエネルギー吸収は免震層で生じる

ため, 今回の結果のように質量比例型, 剛性比例型のマト

リクス形状による違いが上部構造に与える影響は小さい

と考えられる。一方で(2)では免震層変位, 上部構造応答が

(1)に比べて最大 15%程度過小評価となっている。(2)のよ

うに基礎固定周期に対して質量比例減衰を適用した場合

には免震層の減衰に対して過剰な減衰となっていること

が考えられる。 

3. 立体モデルによる検証 

X 方向 3 スパン, Y 方向 3 スパンの RC 造基礎免震建物

において以下の減衰を適用した解析（図 5 参照）を行い, 

結果を比較する。階数は 10 階, 20 階の 2 ケースとした。 

(1) 初期剛性比例減衰(h=0.02) 

(2) 上部構造周期に対する質量比例減衰(h=0.02) 

(3) 免震周期と上部周期に対するレーリー減衰(h=0.02) 

解析は立体弾塑性振動解析とした。立体モデルの諸元

を表 3 に, 固有周期を表 4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層の最大応答値の比較を図 6 に示す。いずれのモデル

においてもレーリー減衰は免震層変位においては剛性比

例減衰よりも過小評価となるが, それ以外の応答について

はほぼ近い結果を示した。一方, 層間変位は 10 階モデル

ではほぼ一致するのに対し, 20 階モデルではレーリー減衰

の方が大きい応答となった。これは, 剛性比例減衰の方が

高次モードに対する減衰が大きいため, 高次成分の影響が

大きい 20 階モデルで差が顕著になっていると考えられる。 

4. まとめ 

結果より, 以下のことがわかった。 

・免震構造にレーリー減衰を適用する場合, 減衰定数を

設定する目標固有周期に上部構造周期ではなく免震

周期を用いることが望ましい。 

・レーリー減衰の長周期側の目標固有周期に免震等価

周期を採用すれば, 剛性比例減衰とほぼ同等の結果

となる。ただし, 免震層変位については過小評価す

る可能性があるため注意が必要である。 
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